
部局名称 事業名称 細事業名称
本年度事業費

（千円）
本年度県費

（千円）
事業概要（目的） 政策体系名称

地域連携部
スポーツ環境づく
り事業費

スポーツ環境づくり推進
事業費

1,760 1,760

①スポーツ推進審議会スポーツ推進審
議会を開催し、本県スポーツの推進に
関する事項を調査審議する。
②生涯スポーツ推進費生涯スポーツに
関する研修会の開催等を行う。

学校スポーツと地域
スポーツの推進

地域連携部
スポーツ環境づく
り事業費

広域スポーツセンター事
業費

10,319 0

総合型地域スポーツクラブの実態把握
等の情報を収集し、広域的・専門的な
支援を実施し、クラブの安定した運営を
目指す。また、地域スポーツに携わる指
導者養成のための講習会を開催する。

学校スポーツと地域
スポーツの推進

地域連携部
スポーツ活性化
事業費

スポーツ活性化支援事
業費

34,664 3,059

①顕彰事業全国大会や国際大会で優
秀な成績を収めた選手を表彰する。
②情報収集・発信事業スポーツに関す
る情報を収集し、発信する。
③各種大会支援事業本県で開催される
全国大会等を支援する。
④スポーツ団体等活性化事業スポーツ
関係団体が行う事業等を支援する。

学校スポーツと地域
スポーツの推進

地域連携部
スポーツ活性化
事業費

みえスポーツフェスティバ
ル開催事業費

8,335 0

県民に幅広いスポーツ・レクリエーショ
ン活動を実践する場を提供することによ
り、スポーツ・レクリエーション活動の普
及・推進を図り、誰もがスポーツに親し
むことができる環境づくりを進める。

学校スポーツと地域
スポーツの推進

地域連携部
体育スポーツ振
興基金積立金

体育スポーツ振興基金
積立金

205,342 205,000
三重県の行う体育スポーツの普及振興
を図るための事業に要する財源に充て
る。

学校スポーツと地域
スポーツの推進

地域連携部
美し国三重市町
対抗駅伝開催事
業費

美し国三重市町対抗駅
伝開催事業費

7,500 0

県内のスポーツ推進を図るため、ジュニ
ア世代の発掘・育成とスポーツを、「す
る」「みる」「支える」全ての県民の意識
高揚を目的として開催する。併せて、県
内各市町の活性化及び市町相互のさら
なる交流・連携の促進を目指す。

学校スポーツと地域
スポーツの推進

地域連携部
スポーツまちづく
り事業費

みえのスポーツ応援事業
費

3,494 2,773

①みえのスポーツ・まちづくり推進事業
関係団体、企業等で構成される会議を
開催し、スポーツを通した地域の活性
化について検討するとともに、県民が広
くスポーツを応援する仕組みについて
周知を図る。②「みえのスポーツ応援
隊」推進事業スポーツイベントや大会を
円滑に運営し、将来にわたって継続して
いくため、「みえのスポーツ応援隊」（ス
ポーツボランティアバンク）の普及啓発・
育成及び活用を図る。

学校スポーツと地域
スポーツの推進

地域連携部
スポーツまちづく
り事業費

みえのスポーツ地域づく
り推進事業費

2,944 446

①スポーツコミッション推進事業スポー
ツを地域の経済や観光の振興につなげ
る「スポーツコミッション」の推進に向け
た、市町の取組を支援する。
②メディカルサポート活用事業市町が
開催する大会やイベントにスポーツ医
科学有識者及び県内医療系大学生・専
門学校生等を派遣し、人材の育成を進
めるとともに、大会やイベントの充実を
図る。
③トップチーム地域活性化活用事業県
内トップチームを地域の重要な資源とし
て有効に活用するため、市町が開催す
るスポーツ教室などに、県内トップチー
ムを派遣し、地域の活性化を推進する。

学校スポーツと地域
スポーツの推進

地域連携部
スポーツ環境づく
り事業費

みえのスポーツ強化事業
費

128,474 19,388

①みえのスポーツ強化事業オリンピック
や国民体育大会など国内外の大会で
活躍できる選手の育成・強化を行うとと
もに、指導者の養成に取り組み、競技
力向上を図る。
②競技力向上対策特別事業本県で開
催する全国高校総体及び国民体育大
会に向け、中長期的な競技力向上に取
り組み、本県アスリートの育成・強化を
進める。

競技スポーツの推進

地域連携部
スポーツ環境づく
り事業費

競技スポーツジュニア育
成事業費

37,050 18,517

①チームみえジュニア育成事業本県出
身のジュニア選手の育成やジュニア指
導者の養成に取り組み、将来のトップア
スリートを育成する。
②高校生アスリート強化事業高校生ア
スリートの育成を支援し、本県競技ス
ポーツの水準を向上させ、国内外の大
会で活躍できる選手を育成する。
③紀伊半島三県クラブスポーツ大会開
催事業競技人口の比較的少ない競技
種目について、交流を含めた大会を行
い、当該競技の普及及び競技力向上を
図るとともに人や地域の絆づくりを進め
る。

競技スポーツの推進



地域連携部
スポーツ活性化
事業費

国民体育大会派遣事業
費

77,470 0
国民体育大会及び国民体育大会東海
大会へ選手及び監督を派遣する。

競技スポーツの推進

地域連携部
第７６回国民体
育大会開催準備
事業費

第７６回国民体育大会開
催準備事業費

17,933 17,924

第７６回国民体育大会（平成３３年）の
本県開催に向け開催県や開催予定県
から情報を収集し、準備委員会等を開
催するとともに、会場地選定に向けた調
査や調整、県民への周知など開催準備
を円滑に推進する。

競技スポーツの推進

地域連携部
三重県国民体育
大会運営基金積
立金

三重県国民体育大会運
営基金積立金

200,000 200,000

第７６回国民体育大会の運営経費につ
いて、財源の平準化を行うことにより、
財政面での不安を払拭し、国体開催に
向けた県民の機運の醸成を図るととも
に、大会の円滑な運営に資することを
目的に三重県国民体育大会運営基金
を設置し積立を行う。

競技スポーツの推進

地域連携部
スポーツ施設整
備運営費

スポーツ施設整備運営
調整費

1,220 1,220

①スポーツ施設整備運営調整費県営
体育施設の管理・施設整備などの事務
費。
②指定管理者選定事務費県営体育施
設の指定管理者選定委員会の開催に
係る事務費。

競技スポーツの推進

地域連携部
スポーツ施設整
備運営費

県営松阪野球場事業費 4 4
三重県営松阪野球場の効果的な施設
管理を行うため、指定管理者による管
理運営を実施する。

競技スポーツの推進

地域連携部
スポーツ施設整
備運営費

県営ライフル射撃場事業
費

885 883

三重県営ライフル射撃場の運営を効率
的に行い、利用者が利用しやすく、ス
ポーツに親しむことができる場の提供を
行い、利用者サービスの充実を図る。

競技スポーツの推進

地域連携部
スポーツ施設整
備運営費

県営総合競技場事業費 164,307 66,793

①県営総合競技場管理運営費三重県
営総合競技場の効率的な施設管理を
行うため、指定管理者による管理運営
を実施する。
②県営総合競技場施設整備費中核的
スポーツ施設として、所要の整備及び
施設環境の充実を図る。

競技スポーツの推進

地域連携部
スポーツ施設整
備運営費

県営鈴鹿スポーツガーデ
ン事業費

361,771 348,246

①県営鈴鹿スポーツガーデン管理運営
費三重県営鈴鹿スポーツガーデンの効
率的な管理運営を行うため、指定管理
者による管理運営を実施する。
②県営鈴鹿スポーツガーデン施設整備
費中核的スポーツ施設として、所要の
整備及び施設環境の充実を図る。

競技スポーツの推進

地域連携部
スポーツ施設整
備運営費

新三重武道館（仮称）整
備費補助金

1,450 1,450
新三重武道館（仮称）の整備に係る補
助金。

競技スポーツの推進

地域連携部
南部地域活性化
事業費

南部地域活性化基金積
立金

63 0
南部地域活性化基金の運用収益を積
み立てる。

南部地域の活性化

地域連携部
南部地域活性化
事業費

南部地域活性化推進事
業（総合調整事業）費

7,354 7,354

南部地域の働く場の確保や定住の促進
に向け、地域住民の主体的な取組や複
数の市町が連携した取組を支援すると
ともに、三大都市圏において「移住フェ
ア」を開催するなど、移住・定住促進に
向けた情報発信等を行う。

南部地域の活性化

地域連携部
南部地域活性化
事業費

集落支援モデルの構築
事業費

5,438 0

集落機能を維持するため、市町・大学と
連携して、モデル地域において集落が
抱える課題に対する地域住民の主体的
な取組を支援する。

南部地域の活性化

地域連携部
南部地域活性化
事業費

幹線道路を活用した誘客
促進事業費

12,903 0
複数市町が連携して取り組む幹線道路
（サニーロード、Ｒ４２号）を活用した誘
客促進の取組に対し支援を行う。

南部地域の活性化

地域連携部
南部地域活性化
事業費

移住交流推進事業費 2,000 0
「空き家調査」や「田舎暮らし体験」な
ど、移住交流の推進に向けた複数市町
の取組に対し支援を行う。

南部地域の活性化

地域連携部
南部地域活性化
事業費

子どもの地域学習推進
事業費

2,184 0

地域を担う人材を育成するため、複数
の市町が連携して取り組む、地域への
愛着心を育む子どもの教育に対し、支
援を行う。

南部地域の活性化

地域連携部
南部地域活性化
事業費

集落支援モデル課題解
決事業費

1,000 0

集落支援モデルの構築事業を通じて、
地域住民の合意形成がなされ地域住
民が主体的に取り組む事業に対し支援
を行う。

南部地域の活性化

地域連携部
南部地域活性化
事業費

人材育成推進事業費 1,606 0
地域住民の主体的な取組を支える人材
の育成を行う。

南部地域の活性化

地域連携部
南部地域活性化
事業費

婚活支援事業費 2,856 0

若者世代の流出や少子化が著しい南
部地域において、市町等が行う婚活支
援の取組について、南部地域活性化基
金を活用して支援する。

南部地域の活性化

地域連携部
南部地域活性化
事業費

地域資源を活用した雇用
創出事業費

5,250 0

地域資源を活用して新しい事業展開や
事業拡大を行う事業者に対し、南部地
域活性化基金を活用して、新たな雇用
の創出を支援する。

南部地域の活性化

地域連携部
南部地域活性化
事業費

企業立地セミナー開催事
業費

2,275 0

南部地域における企業誘致を促進する
ため、複数市町が連携して取り組む都
市部での企業立地セミナーに対し支援
を行う。

南部地域の活性化



地域連携部
南部地域活性化
事業費

東紀州地域資源魅力発
信事業費

6,000 0

熊野古道世界遺産登録10周年に向け、
南部地域の複数市町が連携して取り組
む地域資源を生かした誘客促進の取組
に対し支援を行う。

南部地域の活性化

地域連携部
南部地域活性化
事業費

第一次産業の担い手確
保対策事業費

1,950 0

南部地域における働く場の確保や定住
を促進するため、複数市町が連携して
取り組む第一次産業の担い手確保対
策に対し支援を行う。

南部地域の活性化

地域連携部
東紀州活性化推
進事業費

東紀州地域活性化推進
費

2,624 2,624

熊野古道の保全と活用を図ることを目
的に熊野古道協働会議を開催するな
ど、東紀州地域の活性化にかかる諸課
題に対応する。

東紀州地域の活性
化

地域連携部
東紀州活性化推
進事業費

東紀州観光まちづくり推
進事業費

20,078 20,078

東紀州地域が一体となって観光振興、
産業振興およびまちづくりを総合的に
推進していく「東紀州観光まちづくり公
社」を市町と連携しながら支援していくこ
とにより、東紀州地域の活性化を推進
する。

東紀州地域の活性
化

地域連携部
東紀州活性化推
進事業費

熊野古道関連地域資源
の研究及び情報発信緊
急雇用創出事業費

3,150 0

熊野古道および周辺の地域資源の調
査研究を行い、その成果を熊野古道セ
ンターに蓄積するとともに、情報発信拠
点としての機能を向上させる。

東紀州地域の活性
化

地域連携部
東紀州活性化推
進事業費

東紀州地域誘客促進緊
急雇用創出事業費

10,761 0

熊野古道世界遺産登録10周年に向け
て、魅力あるプランの作成やホーム
ページの充実、メディア等への情報発
信などを行う。

東紀州地域の活性
化

地域連携部
東紀州活性化推
進事業費

紀南地域観光商品企画
造成緊急雇用創出事業
費

3,921 0
紀南地域において、世界遺産を活用し
た魅力ある観光商品の企画造成を行
い、誘客につなげる。

東紀州地域の活性
化

地域連携部
東紀州活性化推
進事業費

熊野古道情報提供強化
緊急雇用創出事業費

4,485 0

熊野古道世界遺産登録10周年に向け、
伊勢神宮周辺において熊野古道伊勢
路の情報提供を行い、東紀州地域への
誘客につなげる。

東紀州地域の活性
化

地域連携部
東紀州地域集客
交流推進事業費

熊野古道センター運営事
業費

67,101 67,101

熊野古道センターにおいて、熊野古道
を核とする魅力ある企画展や地域と連
携した交流イベントの実施、情報発信
等により集客を図る。

東紀州地域の活性
化

地域連携部
東紀州地域集客
交流推進事業費

紀南中核的交流施設整
備事業費

285,378 285,340

紀南中核的交流施設において、事業者
の独立採算により運営を行うことを条件
とし、整備等にかかる費用の一部を補
助する。

東紀州地域の活性
化

地域連携部
世界遺産熊野古
道対策推進事業
費

東紀州観光プロジェクト
事業費

4,912 2,712
東紀州の観光、産業の魅力を掲載した
情報誌を作成し、道路利用者等への配
布を通じて情報発信を行う。

東紀州地域の活性
化

地域連携部
世界遺産熊野古
道対策推進事業
費

「吉野・高野・熊野の国」
事業費

5,228 2,728
奈良県や和歌山県と連携して、情報提
供やイベントの開催など広域観光を推
進する。

東紀州地域の活性
化

地域連携部
世界遺産熊野古
道対策推進事業
費

熊野古道世界遺産登録
１０周年事業費

16,000 12,150

地域や関係機関と連携して、熊野古道
世界遺産登録10周年のプレイベントや
キャンペーンの実施など次年度の誘客
に向けた情報発信に取り組むとともに、
10周年事業の準備を行う。

東紀州地域の活性
化

地域連携部
東紀州販路拡大
支援事業費

東紀州産品販路拡大支
援事業費

883 883

東紀州地域の一次産品を使った加工品
等について、魅力アップを図り、商品カ
タログへの掲載を働きかけるなど販路
拡大を支援する。

東紀州地域の活性
化

地域連携部
「美し国おこし・
三重」推進事業
費

パートナーグループ活動
支援事業費

125,821 125,685

さまざまな主体で構成する実行委員会
への負担金などを計上し、特色ある地
域資源を生かした自立・持続可能で元
気な地域づくりをめざす取組である「美
し国おこし・三重」を着実に推進します。

「美し国おこし・三重」
の新たな推進

地域連携部
「美し国おこし・
三重」推進事業
費

イベント手法展開事業費 42,642 42,642

さまざまな主体で構成する実行委員会
への負担金を計上し、特色ある地域資
源を生かした自立・持続可能で元気な
地域づくりをめざす取組である「美し国
おこし・三重」の県民力拡大プロジェクト
を着実に推進します。

「美し国おこし・三重」
の新たな推進

地域連携部 山村振興事業費
山村振興特別対策事業
費

1,064 1,064

山村振興法に基づき市町が作成する山
村振興計画に掲げる目標に即し、農林
漁業の振興、都市との交流促進、生活
環境の整備及び就業機会の拡大を図
るとともに、整備した施設の適正な管理
運用を監督します。また、山村振興施策
を推進するため、全国レベルの各種団
体に参画し情報収集を行うほか、県内
への普及展開を図ります。

農山漁村の振興



地域連携部
三重のふるさと
応援事業費

子ども農山漁村ふるさと
体験推進事業費

6,082 0

子ども農山漁村交流プロジェクトや子ど
も会の旅行、子ども体験活動クラブの
野外活動などで、子ども達による農山
漁村地域でのふるさと生活体験活動を
推進するため、体験民宿の開業支援や
体験指導者の育成、及びモデル的な支
援により、受入体制の整備を促進する。
また、フォーラムの開催や学校側への
積極的なPRを行い、受入側、学校側双
方の取り組み機運を醸成する。このこと
により農山漁村の地域コミュニティ再生
と地域活力増進を目指す。

農山漁村の振興

地域連携部
三重のふるさと
応援事業費

三重のふるさと応援カン
パニー推進事業費

2,578 0

過疎・高齢化により農地荒廃や集落機
能の低下が著しい農山漁村において
は、地域住民の力だけでは集落を維持
することが困難な状況にあります。ま
た、グローバル化の進展を受けて一層
の農産物の付加価値化と多様な主体に
より農山漁村を支えていく仕組みづくり
が求められています。このためまずは、
企業及び企業に勤める人との協創活動
を通じて農山漁村集落の維持、耕作放
棄地の復元、農林漁業の振興、ビジネ
スサポート、災害復旧等の地域活動を
支援できるような体制を構築し、地域住
民との交流を図ることで農山漁村の元
気づくりを進めます。

農山漁村の振興

地域連携部 半島振興費 半島振興関係負担金 128 128

半島地域の振興を目的に、全国20道府
県で構成する半島地域振興対策協議
会に加盟し、半島振興のための事業活
動の推進及び他地域との連絡調整を行
い、半島地域の特色ある地域づくり及
び地域連携の促進を図る。

市町との連携による
地域活性化

地域連携部
みえの地域づくり
活動促進事業費

地域づくり関係団体事業
費

900 900

各市町や地域における個性豊かで魅力
ある地域づくりに向けた活動を支援する
ため、（財）地域活性化センターの事業
を活用した取組を推進する。

市町との連携による
地域活性化

地域連携部
特定振興地域推
進費

特定振興地域推進事業
費

2,890 2,888
大仏山地域の利活用策の検討及び鈴
鹿山麓リサーチパークの活性化の推進
を行う。

市町との連携による
地域活性化

地域連携部
地方拠点都市地
域振興事業費

伊賀地方拠点都市地域
事業促進費

61,435 22,420

地方拠点法に基づく事業の確実な推進
を図る。上野新都市拠点地区に設置し
た「三重県立ゆめドームうえの」につい
ては、指定管理により適切な管理運営
を行う。

市町との連携による
地域活性化

地域連携部
地方拠点都市地
域振興事業費

中勢北部サイエンスシ
ティ事業促進費

454 454

津オフィスアルカディアに研究所やオ
フィス等の集積を図るため、中小機構・
県・津市で構成する「中勢北部サイエン
スシティ企業誘致促進協議会」を通して
誘致活動を行う。

市町との連携による
地域活性化

地域連携部
地域づくり調整
事業費

地域づくり調整事業費 40,544 40,224

県と市町で構成する「県と市町の地域
づくり連携・協働協議会」において、地
域づくりの課題解決に向け、地域・市町
の実情に応じた地域づくりの支援等に
取り組む。

市町との連携による
地域活性化

地域連携部
過疎・離島等振
興対策費

離島航路支援事業費 21,000 21,000

離島航路事業の維持・改善を図り、離
島地域の振興及び住民の生活の安定
に資するため、離島航路事業者に対
し、離島航路整備事業補助金を交付す
る。

市町との連携による
地域活性化

地域連携部
過疎・離島等振
興対策費

離島振興対策協議会負
担金

260 260

離島振興対策に関する共通の課題を
抱えた地方公共団体で構成する離島振
興対策協議会に参加し、協議会が行う
情報提供や研修会等を活用し、施策の
参考とする。

市町との連携による
地域活性化

地域連携部
過疎・離島等振
興対策費

全国過疎地域自立促進
連盟負担金

423 423

過疎対策に関する共通の課題を抱えた
地方公共団体で構成する全国過疎地
域自立促進連盟に参加し、全国規模で
対策を検討するとともに、同連盟が行う
情報提供や研修会を活用することで施
策の参考とする。

市町との連携による
地域活性化

地域連携部
過疎・離島等振
興対策費

地域活性化支援事業費 18,000 18,000

過疎地域等の条件不利地域において、
魅力と活力ある地域づくりを推進するた
め、市町が行う住民の身近な生活課題
を解決するための取組や地域の特色を
生かした活性化の取組に対して支援す
る。

市町との連携による
地域活性化

地域連携部
木曽岬干拓地整
備事業費

木曽岬干拓地整備事業
費

928,356 114,989
木曽岬干拓地の今後の土地利用につ
いての検討を進める。

市町との連携による
地域活性化



地域連携部
宮川流域圏づく
り推進事業費

宮川流域圏づくり推進事
業費

6,764 6,764

宮川流域の地域課題に対応するため、
関係各部局が連携して総合的に対応す
る体制を整備する。また、宮川流域ル
ネッサンス協議会に参画し、地域を支え
る多様な主体の協働を促進するととも
に、地域資源を生かした自発的な地域
づくりの取組を支援する。

市町との連携による
地域活性化

地域連携部
伊勢志摩であい
交流スクエア整
備事業費

伊勢志摩であい交流スク
エア整備事業費

40 -1,113
まつり博跡地の土地活用を図るととも
に、整備用地の維持管理を行う。

観光産業の振興

地域連携部
航空ネットワーク
形成事業費

航空関係費 13,238 10,995

〔目的〕地域の社会経済活動の発展に
寄与する社会基盤である関西国際空
港、中部国際空港の機能強化及び利
用促進を図る。
〔効果〕地域間の交流・連携の促進、国
際競争力の強化
〔内容〕協議会、同盟会などへの負担金
等

公共交通網の整備

地域連携部
高速鉄道ネット
ワーク形成事業
費

リニア中央新幹線関係費 2,507 2,507

中央新幹線は、全国新幹線鉄道整備
法に基づき「基本計画路線」に位置づけ
られている。このプロジェクトは、東京・
大阪間を約１時間で結ぶことで、新たな
交流・連携を促進するものであり、本県
も沿線都府県と歩調を合わせて活動を
推進していく必要がある。

公共交通網の整備

地域連携部
鉄道活性化促進
事業費

鉄道活性化促進事業費 860 860

鉄道は、地域振興、観光振興、地域住
民の生活の向上などに寄与する重要な
公共交通機関であり、その整備及び利
用促進は、エネルギー効率、大気環境
保全の視点からも重要な意義を持つ。
このため、地域、事業者や関係地方公
共団体とともに鉄道の利便性の向上や
利用促進を図り、整備促進につなげて
いく。

公共交通網の整備

地域連携部
生活交通活性化
促進事業費

鉄道利便性・安全性確保
等対策事業費

167,469 149,252

中小鉄道事業者の行う安全性の確保
等を目的として実施する事業に対して、
一定の支援（補助）を行い、経営の安定
と路線の存続を図る。（鉄道軌道安全
輸送設備等整備事業費補助金）また、
鉄道事業者が行う駅や高架橋等の鉄
道施設の耐震対策に対して一定の支援
（補助）を行う。（鉄道駅耐震補強事業
費補助金、鉄道施設耐震補強事業費
補助金）

公共交通網の整備

地域連携部
生活交通活性化
促進事業費

地域交通体系整備基金
積立金

452 0

三重県地域交通体系整備基金の運用
収益を積み立てて、地域交通体系の整
備と第三セクター伊勢鉄道株式会社の
経営等の助成に要する経費の財源に
充てるため、運用収益を基金に編入す
る。

公共交通網の整備

地域連携部
生活交通活性化
促進事業費

地方バス路線維持確保
事業費

324,672 324,672

年々、利用者が減少し、廃止、減便が
進んでいるバス路線の維持確保を図る
ため、市町との役割分担のもと、複数市
町をまたぐ「地域間バス」の充実を図る
とともに、市町が主体的に担う、日常生
活の移動ニーズに対応した「地域内バ
ス」等とのネットワーク化を進め、利便
性の向上を図る。

公共交通網の整備

地域連携部
公共交通活性化
事業費

海上アクセス等利用促進
調整会議費

170 170
関係市や運航事業者等と情報共有、連
絡調整し、海上アクセスの利用促進を
図る。

公共交通網の整備

地域連携部
公共交通活性化
事業費

鳥羽伊良湖航路対策事
業費

7,091 7,091
鳥羽伊良湖航路の維持のため、関係自
治体等とともに利用促進等に取り組み、
支援する。

公共交通網の整備

地域連携部
総合交通ビジョ
ン策定事業費

総合交通ビジョン策定事
業費

3,815 3,815

生活交通の維持・確保といった課題や
広域・高速ネットワークの形成などの新
たな動向を踏まえ、県民をはじめ、関係
する主体とともに、これからの新しい三
重づくりのための交通に関する総合的
な政策の方向を示すビジョンを策定す
る。

公共交通網の整備



地域連携部
水資源確保対策
事業費

木曽三川水源造成公社
貸付金

26,985 23,835

水資源の涵養をはかり災害を防止する
ために、戦後荒廃していた木曽三川の
上流域において、多面的機能を持つ水
源林の造成を目的として、三県一市で
（社）木曽三川造成公社を設立した。同
法人においては、昭和44年度から平成
10年度までに10,931haを造成し、現在
は主に森林の管理を行っている。この
法人に引き続き経費の一部を貸し付け
る。
三重県負担割合：6.25%（岐阜県50.0%・
愛知県37.5%・名古屋市6.25%）

水資源の確保と土地
の計画的な利用

地域連携部
水資源確保対策
事業費

工業用水道事業会計出
資金

1,162,433 1,162,433

長良川河口堰は平成６年に建設事業が
完了し、その工業用水に係る償還金と
管理費について、一般会計から企業会
計へ出資する。

水資源の確保と土地
の計画的な利用

地域連携部
水資源確保対策
事業費

全国長期水需給計画調
査費

185 0

地域別の水需給の現状と動向を把握す
ることにより、「全国総合水資源計画」と
の整合性の検討、及び、必要な基礎資
料の集積による総合的な施策の推進に
資することを目的として、国土交通省か
ら受託して全国水需給動態調査を実
施。
調査方法：国から委託（国10/10）
調査内容：水需給動向調査および特定
課題調査

水資源の確保と土地
の計画的な利用

地域連携部
県土有効利用事
業費

国土利用計画費 1,175 1,175

(1)三重県国土利用計画の管理運営国
土利用計画法第７条に規定され、土地
利用関連諸施策が適正に行われるよ
う、平成20年度に変更した三重県国土
利用計画（第四次）の管理運営を行う。
(2)土地利用現況調査三重県国土利用
計画（第四次）の管理の一環として、地
目別面積及び公共施設用地面積を把
握する。
(3)三重県土地利用基本計画の変更国
土利用計画法第９条により義務づけら
れている同計画について、管理運営を
行う。

水資源の確保と土地
の計画的な利用

地域連携部
県土有効利用事
業費

土地取引届出勧告事務
費

4,429 4,423

（１）国土利用計画法に基づき、土地取
引届出書の審査や無届土地取引調査
などを行い、適正な土地利用を図る。
（２）市町が行う国土利用計画法に基づ
く事業に対し、事務費交付金を交付す
る。

水資源の確保と土地
の計画的な利用

地域連携部
県土基礎調査推
進事業費

地籍調査費負担金 182,811 60,937

県土の開発及び保全並びに、高度化に
資するため、地籍の明確化を図ることと
し、国土調査促進特別措置法に基づ
き、桑名市他23市町の地籍調査を実施
する。
・事業実施期間第6次10カ年計画（H22
～H31）

水資源の確保と土地
の計画的な利用

地域連携部
県土基礎調査推
進事業費

地籍調査協会等負担金 25 25
地籍調査事業を推進するため、三重県
国土調査推進協議会へ負担金を支払う

水資源の確保と土地
の計画的な利用

地域連携部
県土基礎調査推
進事業費

国土調査事業費 1,507 852

国土調査促進特別措置法に基づく地籍
調査を実施する桑名市他23市町の指
導と、県内未実施市町に対して研修等
による啓発をはかる。
・事業実施期間、全体計画及び年次計
画第6次10カ年計画（H22～H31）

水資源の確保と土地
の計画的な利用

地域連携部
県土基礎調査推
進事業費

地価調査費 28,910 28,861
（１）県内全域の基準となる地点の地価
調査を実施する
（２）不動産鑑定業の指導監督を行う

水資源の確保と土地
の計画的な利用

地域連携部
県土基礎調査推
進事業費

地籍整備推進調査費補
助金

1,000 1,000
民間開発や公共事業等の既存測量・調
査の成果を地籍調査の成果とするため
に、測量・調査を実施する。

水資源の確保と土地
の計画的な利用

地域連携部
県土基礎調査推
進事業費

土地利用調査諸費 5,361 0

土地基本法第17条の規定に基づき５年
周期（平成５年調査開始）で、法人土地
基本調査(統計法に基づく基幹統計)を
国土交通省が実施する法定受託事務。

水資源の確保と土地
の計画的な利用

地域連携部
地域づくり調整
事業費

県と市町の地域づくり連
携・協働推進事業費

603 511

「県と市町の地域づくり連携・協働協議
会」（全県会議）において、市町との連
携を一層強化するため、全県的な課題
について、有意義で効果的な意見交換
などを行います。

市町との連携の強化

地域連携部 地域連携費 地域連携諸費 34,992 34,907
地域連携部の諸用務を円滑に運営す
るための必要経費

市町との連携の強化



地域連携部 地方連絡調整費 地方連絡調整費 51,760 51,578
地域防災総合事務所及び地域活性化
局において県民サービスのための連絡
調整等を行うために必要な経費

市町との連携の強化

地域連携部 市町振興費 市町振興事務費 8,709 6,985

市町が行政事務を適性かつ的確に処
理するとともに、安定的な財政運営を行
うことができるよう、適切な助言や支援
を行う。

市町との連携の強化

地域連携部 市町振興費
住民基本台帳ネットワー
クシステム整備事業費

152,100 152,100

住民の利便を向上させるとともに、国及
び地方公共団体の行政事務処理の合
理化に資するため、市町村の区域を越
えた住民基本台帳に関する事務の処理
及び国の行政機関等に対する本人確
認情報（住所、氏名、性別及び生年月
日の４情報）の提供を行うため、ネット
ワークシステム整備及び運用を行う。

市町との連携の強化

地域連携部 市町振興費
三重県自治会連合会補
助金

350 350

地域住民の自治活動を一層活発にし、
地域福祉の向上に資するため、各地域
自治会間の連携強化及び情報交換が
図られるよう、三重県自治会連合会活
動を支援する。

市町との連携の強化

地域連携部 市町振興費
資産評価システム研究セ
ンター負担金

700 700

市町が抱える税制に関する諸課題、特
に、固定資産評価に関する問題解決の
ため、財団法人資産評価システム研究
センターの調査研究や研修等の事業
が、円滑かつ充実した内容で実施され
ることは重要である。市町職員ととも
に、調査研究や研修会への参加を通
じ、資産評価に関する知識の習得及び
向上等を図ることで、市町税制の適正
な運営に寄与するため、当該センター
の会員として、会費を負担する。

市町との連携の強化

地域連携部
自衛官募集事務
費

自衛官募集事務費 308 0
自衛官又は自衛官候補生の募集に関
する事務を法定受託事務として行う。

市町との連携の強化

地域連携部
市町村振興事業
基金交付金

市町村振興事業基金交
付金

988,769 0

公益財団法人三重県市町村振興協会
が行う市町（一部事務組合等を含む）の
事業等に対する貸付資金、災害時の融
資事業、調査研究等の財源とするた
め、全国市町村振興宝くじの収益金を
同協会に交付する。

市町との連携の強化

地域連携部
特例処理事務交
付金

特例処理事務交付金 183,618 183,618

知事の権限に属する事務のうち、市町
長に権限を移譲した法令に基づく事務
の執行等に要する経費を市町に交付す
る。

市町との連携の強化

地域連携部
市町合併推進事
業費

市町合併推進事業費 667,022 667,022
合併市町が行う新しいまちづくり事業を
支援するため、合併支援交付金を合併
市町に交付する。

市町との連携の強化

地域連携部
市町の地域力支
援資金事業費

自治振興事業償還金 12,783 -769,777
市町の地域力支援資金貸付金のうち、
企業庁から借り受けている電気事業貸
付金の償還を行う。

市町との連携の強化

地域連携部

最適なＩＴ利活用
を実現するため
の仕組みの確立
事業費

ＩＴ投資の効率化事業費 72,562 49,272

ＩＴ調達・管理コストの適正化を推進する
ため、ＣＩＯ補佐業務等を委託するととも
に、共通機能基盤及び統合サーバの提
供により、全庁情報システム運用の効
率化に取り組む。

ＩＴ利活用の推進

地域連携部

最適なＩＴ利活用
を実現するため
の仕組みの確立
事業費

職員ＩＴリテラシー向上事
業費

4,971 4,971

情報システムを担当する職員等に各種Ｉ
Ｔ研修を受けさせるなど、行政における
情報化の基盤となる人材の育成を推進
する。

ＩＴ利活用の推進

地域連携部
地域情報化の推
進事業費

地域情報化推進事業費 39,018 19,042

住民サービスの向上や行政運営の効
率化をめざして、市町と共同で電子自
治体の推進に取り組むとともに、共有デ
ジタル地図の更新を行う。

ＩＴ利活用の推進

地域連携部
地域情報化の推
進事業費

公的個人認証サービス
推進事業費

30,798 24,453

県民が、行政手続等における電子申請
や届出を安全で確実に利用できるよう、
インターネットで申請・届出等が行われ
る際のなりすましや改ざんを防ぐ電子
証明書を発行するなど、「電子署名に係
る地方公共団体の認証業務に関する
法律」に基づく公的個人認証サービス
の運営を行う。

ＩＴ利活用の推進

地域連携部
地域情報化の推
進事業費

移動通信用鉄塔施設整
備事業費補助金

2,625 2,625

携帯電話不通話地域を解消するため、
移動通信用鉄塔施設を整備する市町
に対して助成を行い、地域間の情報通
信格差の是正を図る。

ＩＴ利活用の推進

地域連携部
ＩＴを利活用した
行政サービスの
提供事業費

申請・届出等オンライン
受付システム整備推進
事業費

17,498 17,498

電子申請・届出システムの安定運用を
行い、いつでも、どこからでも県への行
政手続きができる電子自治体を推進す
る。

ＩＴ利活用の推進

地域連携部
ＩＴを利活用した
行政サービスの
提供事業費

地理空間情報活用推進
事業費

17,033 17,033

地理情報システム（ＧＩＳ）の運用を行
い、行政情報を視覚的に参照可能にす
るとともに、県民との情報共有や情報交
流を進め、業務の効率化を図る。

ＩＴ利活用の推進



地域連携部
ＩＴを利活用した
行政サービスの
提供事業費

小学校通学路主題地図
調製支援事業費

4,530 0

県内小学校の校区及び通学路の情報
をさまざまな政策決定の基礎資料として
活用するため、緊急雇用創出事業臨時
特例基金を活用し、デジタル地図と重
ね合わせることが可能なＧＩＳデータとし
て整備する。

ＩＴ利活用の推進

地域連携部

情報ネットワーク
及び行政情報シ
ステムの整備と
適正な運用事業

セキュリティ対策推進事
業費

35,171 34,359
ファイアウォールやウィルス対策ソフト
等の技術的対策を講じることにより、情
報セキュリティ対策を推進する。

ＩＴ利活用の推進

地域連携部

情報ネットワーク
及び行政情報シ
ステムの整備と
適正な運用事業
費

総合行政ネットワーク整
備推進事業費

49,058 49,058

全国の地方公共団体相互間及び国の
政府共通ネットワークとも接続するセ
キュリティに優れた専用線ネットワーク
である総合行政ネットワーク（ＬＧＷＡＮ）
にかかる運用経費を負担するとともに、
維持管理を行う。

ＩＴ利活用の推進

地域連携部

情報ネットワーク
及び行政情報シ
ステムの整備と
適正な運用事業

情報ネットワーク維持管
理費

409,062 334,944

全庁の情報通信基盤となる情報ネット
ワークの安定的運用を行うとともに、県
有光ファイバーケーブルの維持管理及
び貸付を行う。

ＩＴ利活用の推進

地域連携部

情報ネットワーク
及び行政情報シ
ステムの整備と
適正な運用事業
費

電子県庁総合システム
運用管理費

134,561 68,741

全庁の情報システムの基盤となる電子
県庁・電子自治体推進用クライアントパ
ソコンの整備及び総合ヘルプデスクの
運用などを行い、庁内の情報化を推進
する。

ＩＴ利活用の推進

地域連携部

情報ネットワーク
及び行政情報シ
ステムの整備と
適正な運用事業
費

総合文書管理システム
整備推進事業費

43,464 43,464

文書の起案、決裁、保存、情報公開を
経て廃棄に至るまでのライフサイクル全
般を電子化した総合文書管理システム
により、県庁組織内で情報共有するとと
もに、県民に対する情報公開、情報提
供を積極的に推進する。

ＩＴ利活用の推進

地域連携部

情報ネットワーク
及び行政情報シ
ステムの整備と
適正な運用事業
費

庁内情報共有化推進事
業費

15,463 15,463

テレビ会議システム、グループウェアシ
ステム、ＥＵＣ（エンドユーザコンピュー
ティング）に係るシステム等を整備、運
用することにより、庁内の情報共有を促
進し、行政運営の高度化、効率化を図
る。

ＩＴ利活用の推進

地域連携部
選挙管理委員会
総務費

選挙管理委員会関係団
体負担金

437 437
三重県選挙管理委員会の関係団体に
対する負担金

行政委員会

地域連携部
選挙管理委員会
総務費

選挙管理委員会総務費 987 975
三重県選挙管理委員会の運営及び市
町選挙管理委員会への助言等を行う。

行政委員会

地域連携部 政党助成費 政党助成費 395 0

政党助成法に基づき、国が政党に対し
て交付する政党交付金について、その
使途等の報告にかかる事務の一部を
受託し、支部報告書、支部総括文書及
び監査意見書の保存、閲覧を行う。

行政委員会

地域連携部
明るい選挙推進
費

明るい選挙推進関係負
担金

400 400
明るい選挙を推進するための関係団体
等に対する負担金

行政委員会

地域連携部
明るい選挙推進
費

明るい選挙推進費 3,582 3,582

公明かつ適正な選挙の実現のため、選
挙人の政治意識の向上に努めるととも
に、選挙に関する事項を選挙人に周知
させるため、選挙啓発の強力な推進を
行う。

行政委員会

地域連携部
在外選挙特別経
費

在外選挙特別経費市町
交付金

311 0
在外選挙人名簿への登録等のため、市
町選挙管理委員会が要した経費につい
て、その実績に基づき交付する。

行政委員会

地域連携部
参議院議員選挙
費

参議院議員選挙費 88,103 0
平成２５年７月２８日任期満了に伴う参
議院議員通常選挙の執行に要する事
務を行う。

行政委員会

地域連携部
参議院議員選挙
費

参議院議員選挙市町等
交付金

734,591 0
平成２５年７月２８日任期満了に伴う参
議院議員通常選挙の執行に要する市
町等への交付金

行政委員会

地域連携部
参議院議員選挙
臨時啓発費

参議院議員選挙臨時啓
発費

2,169 0
平成２５年７月２８日任期満了に伴う参
議院議員通常選挙の臨時啓発を行う。

行政委員会

地域連携部
参議院議員選挙
臨時啓発費

参議院議員選挙臨時啓
発市交付金

2,018 0
平成２５年７月２８日任期満了に伴う参
議院議員通常選挙の臨時啓発に係る
市への交付金。

行政委員会

地域連携部 給与費 人件費 2,689,596 2,689,596
地域連携部職員（選挙管理委員会書記
を除く）人件費

人件費

地域連携部
選挙管理委員会
総務費

選挙管理委員会委員報
酬

5,520 5,520
三重県選挙管理委員会委員報酬（委員
長１名、委員３名）

人件費

地域連携部
選挙管理委員会
総務費

人件費 38,591 38,591 選挙管理委員会事務局書記人件費 人件費

地域連携部 地域連携費 交際費 400 400

地域連携部を代表して社会通念上必要
と認められる接遇、儀礼、交際などを行
い、部の業務、目的を円滑に実現する
ための経費

その他

地域連携部
選挙管理委員会
総務費

交際費 100 100 三重県選挙管理委員会委員長交際費 その他


